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高松市監査委員告示第３２号 

 

漁業協同組合等への市有財産の貸付けに係る公金の賦課徴収および財産の管

理を怠る事実に関する住民監査請求について，地方自治法（以下｢法｣という。）       

第２４２条第４項の規定により監査したので，その結果を同項の規定により次

のとおり公表します。 

 

  平成１６年９月３０日 

 

               高松市監査委員 北 原 和 夫 

               同       吉 田 正 己 

               同       宮   本  和  人 

               同       大   塚      寛  

 

漁業協同組合等への市有財産の貸付けに係る公金の賦課徴収およ 

び財産の管理を怠る事実に関する住民監査請求の監査結果につい 

て 

 

第１ 請求の受理  

１ 請求人  

住所・氏名 省略  

２ 請求書の受付  

平成１６年８月６日  

  ３ 請求の要旨（原文）  

 別紙事実証明書（平成１６年５月１１日付四国新聞と山陽新聞の各記事

（注）事実証明書については省略した。）の記載によると氏名不詳の高松市

職員は，高松市所有の公有財産たる約５千５５０平米の土地を無償で高松

市瀬戸内漁協その他の者に使用させて当該賃貸料相当額の公金の賦課徴収

を怠り及び財産の管理を怠り当該賃貸料相当額の損害を高松市に与えたこ

とは明白である。本件違法な怠る事実は地方自治法第２４２条第１項に規
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定する公金の賦課徴収を怠る事実又は財産の管理を怠る事実に該当するも

のである。しかも，高松市職員は，相手方に請求する権利の行使を５年以

上も怠り５年を経過した金銭債権について地方自治法第２３６条第１項の

規定により時効消滅させてしまったのである。本件住民監査請求の対象期

間は，地方自治法第２３６条第１項の規定により５年を経過したことによ

り金銭債権を時効消滅させた期間である。  

よって，本件請求人は，高松市監査委員が，上記期間の怠る事実につい

て金銭債権を時効消滅させたことの責任を有する者に対して当該損害の

補填を求めるほか「必要な措置」をとるよう高松市長に対して勧告するこ

とを求める。  

４ 請求の要件審査  

本件請求は，法第２４２条所定の要件を備えているものと認めた。  

 

第２ 監査の実施  

１ 監査対象事項等  

本件請求による監査対象事項は，高松市（以下「市」という。）が，市所

有の公有財産たる約５，５５０㎡の土地（以下「本件土地」という。）を無

償で高松市瀬戸内漁業協同組合その他の者に使用させていることが，公金

の賦課徴収および財産の管理を怠る事実に該当するか否かという事項であ

る。そして，その措置請求の内容は，法第２３６条第１項の規定により５

年を経過したことにより金銭債権を時効消滅させた期間の本件公金の賦課

徴収および財産の管理を怠る事実について責任を有する者に対して，当該

損害の補てんを求めるほか必要な措置をとるよう，高松市長（以下「市長」

という。）に対して勧告することを求めるものである。  

なお，監査委員は，法第２４２条第６項の規定に基づき，請求人に対し  

て，平成１６年８月２５日に証拠の提出および陳述の機会を与えたが，請

求人からは，新たな証拠の提出はなく，陳述も行われなかった。  

２ 監査対象部局  

本件監査対象部局は，企画財政部管財課である。 
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第３ 監査の結果  

本件請求について，監査委員は，合議により次のとおり決定した。  

本件請求は，措置請求に理由がないものと判断する。  

以下，その理由を述べる。  

１ 監査により認められた事実  

   監査は，関係書類を調査するとともに，監査対象部局の職員などから事

情聴取するなどの方法により実施し，その結果，次の各事実を確認した。  

    本件請求事案をめぐる背景事情  

      ア   市が，本件土地を取得した高松漁港修築事業の目的，必要性，その

事業概要等  

      本件土地は，市が策定した高松漁港修築計画を実施するに当たり，

高松漁港港域の一部埋立てが必要となったことから，国の第４次漁港

整備計画（昭和４４～４７年度）による，高松漁港修築事業として，

物揚場，船揚場，臨港道路，各種漁港施設等の用地を造成するととも

に，市の都市計画事業に係る都市計画道路高松海岸線（都市計画決定

昭和４２年９月８日）の道路敷地と，これに伴う代替住宅用地を造成

することにより，漁港機能の強化および漁港周辺の地域開発を行うこ

とを目的として，市が，公有水面埋立法第２条第２項の規定に基づき，

高松漁港地区利用計画（以下「利用計画」という。）を定め，昭和       

４７年６月２４日付けで香川県知事および水産庁長官あてに高松漁

港埋立免許申請をなし，同年９月１８日付けで同埋立免許を取得して，

着工し，昭和５１年１２月１５日にしゅん工した埋立地総面積約４万

㎡のうちの一部５，５５０．２８㎡の土地である。  

          なお，この高松漁港修築事業は，漁業者にとって重要な漁場，漁港

を対象とするものであり，これが漁業者に及ぼす影響は多大なもので

あった上，これと並行して実施された都市計画道路高松海岸線の整備

事業における道路敷地の確保のため，漁業者の多くが，住んでいた土

地から代替用地へ移転しなければならなくなり，生活環境の変化が生

じる事態となったが，当時の高松市瀬戸内漁業協同組合連合会（平成

８年１２月から高松市瀬戸内漁業協同組合に変更したため，以下「漁
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業協同組合」という。）およびその構成員である漁業者は，これらに

理解と協力をなし，これら事業は，無事しゅん工し，高松漁港および

都市計画道路高松海岸線の整備がなされたものである。  

      イ   市が，高松漁港修築事業により造成，取得した本件土地の概況とそ

の利用状況等  

          市が，高松漁港修築事業により造成，取得した本件土地は，別紙土

地目録記載の高松市瀬戸内町４９５番１ほか２３筆の土地であり，昭

和５４年１月から昭和６２年４月に市の普通財産となった。  

          本件土地は，前述した公有水面埋立法第２条第２項の規定に基づく

埋立免許では，その用途として，水産業協同組合事務所用地，水産倉

庫用地および製氷冷凍冷蔵施設用地としての利用計画が定められて

いたが，その後，漁港の整備に伴い，出漁出荷体制の充実確保を図る

などのため，昭和５１年１２月２０日付けで製氷冷凍冷蔵施設用地を         

漁港厚生施設用地と給油施設用地に分ける用途変更がなされ，現在に

至っている。  

          そして，その利用計画の実施状況は次のとおりである。  

本件土地のうち，水産業協同組合事務所用地として定められている

土地は，高松市瀬戸内町５２０番，４９５番４および４９５番６の土

地であり，同土地には高松市瀬戸内漁業センターが建設されている。

また，水産倉庫用地として定められている土地は，同所５２２番ほか

１０筆の土地であり，漁船漁業用作業保管施設が建設されている。さ

らに，漁港厚生施設用地および給油施設用地として定められている土

地は，同所５２３番ほか１３筆の土地であり，漁港厚生施設用地には

駐車場が，給油施設用地には海上給油施設およびガソリンスタンドが

建設され，それぞれその用途に利用されている。  

       市が，本件土地を漁業協同組合に無償貸付けするに至った経過  

      ア   漁業協同組合による本件土地の無償貸付けの要望とその妥当性  

          本件土地は，もともと，漁港機能の強化および漁港周辺の地域開発

を行うことを目的として利用計画が定められた上，埋立てにより生じ

た土地であったため，市は，昭和５４年５月２１日付けで，漁業協同
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組合との間で，本件土地を利用計画に定める用途に供することなどを

条件として，漁業協同組合に利用させる旨の覚書を締結した。それに

伴い，市は，本件土地について，漁業協同組合から高松市公有財産事

務取扱規則（以下「規則」という。）第２７条第１項の規定に基づく

普通財産借受願の提出を受け，その内容等について検討した結果，そ

の使用目的が，覚書の条件にある利用目的に沿ったものであり，妥当

であると判断して，本件土地を貸付ける旨を承認した。  

なお，市は，本件土地を漁業協同組合に貸し付けるに当たり，規則

第２８条第１項では，普通財産の貸付けについては，相当の貸付料を

徴収する旨定められているものの，高松市市有財産の交換，譲与，無

償貸付等に関する条例（以下「条例」という。）が第４条第１号で「他

の地方公共団体その他公共団体または公共的団体において公共用ま

たは公益事業の用に供するとき。」は，普通財産を無償または時価よ

りも低い価額で貸し付けることができる旨規定しており，公共的団体

である漁業協同組合が，市の定めた利用計画に沿った公共の用に使用

するという本件土地の貸付けは，これに該当すると判断し，同条項に

基づき，無償による貸付けを承認したものである。  

      イ   市と漁業協同組合との本件土地の無償貸付けに関する契約等の成立  

          市は，本件土地のうち，高松市瀬戸内町５２０番の土地については，

漁業協同組合から規則第２７条第１項の規定に基づく普通財産借受

願の提出を受け，規則第２９条の規定に基づき，契約内容として必要

な事項を約定した土地使用貸借契約書（以下「契約書」という。）を

昭和５６年７月２０日付けで締結しており，その後，同契約は毎年度

自動更新されて現在に至っている。  

また，高松市瀬戸内町５２０番以外の２３筆の土地については，市

は，漁業協同組合から規則第２７条第１項の規定に基づく普通財産借

受願の提出を受け，契約書に代わる普通財産使用承認書により，漁業

協同組合に対して，使用承認を行っている。この普通財産使用承認書

は，特に規則で定められた様式ではないものの，この書面に規則第   

２９条に規定する契約内容として必要な事項が満たされていたので，
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市は，契約書に代わるものとして妥当なものであると判断し，同所   

５２２番の一部ほか１０筆の土地については，昭和６０年１１月２０

日付けで，同所５２３番の土地については，昭和６２年４月１日付け

で，同所５２２番の一部ほか１４筆については，平成２年４月１日付

けで，それぞれ１年間の使用承認を行い，その後，毎年度これを更新

していたが，平成３年度からは，３年間の使用承認に変更し，３年ご

とに使用承認して，これを更新している。  

       漁業協同組合による本件土地の利用状況と契約違反の有無  

      ア   本件土地の全体的な利用状況  

          本件土地のうち，水産業協同組合事務所用地として定められている

高松市瀬戸内町５２０番，４９５番４および４９５番６の土地には，

昭和５６年度に高松市瀬戸内漁業センターが建設されている。また，

水産倉庫用地として定められている同所５２２番ほか１０筆の土地

には，昭和６１年度に漁船漁業用作業保管施設が建設されている。さ

らに，漁港厚生施設用地および給油施設用地として定められている同

所５２３番ほか１３筆の土地には，漁港厚生施設用地に駐車場が，給

油施設用地に海上給油施設およびガソリンスタンドがそれぞれ建設

されている。  

イ   本件土地の一部に整備されている駐車場の利用状況およびこれが使

用承認に及ぼす影響  

本件土地のうち，高松市瀬戸内町５２３番ほか１３筆の土地につい

ては，その一部を平成５年度に漁港厚生施設用地として漁業協同組合

組合員（以下「組合員」という。）を対象とした駐車場として整備さ

れている。この駐車場整備については，昭和６２年４月に本件土地が

漁業協同組合に無償貸付けされた後，高松漁港の荷揚げ場周辺に無断

駐車や放置自動車等があり，漁港機能としての荷揚げ，漁具等の修理

および運搬に支障をきたし，駐車場確保の必要に迫られた一方，駐車

場整備部分の土地が未利用状態で雑草が生えるなどの管理上の問題

も生じていたことから，組合員からの強い要請もあり，平成５年１０

月に漁業協同組合は，規則第３３条の規定に基づき，使用（借受）公
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有財産原形変更承認願を市に提出し，同年１１月に承認を受け，相当

額の資金を投入して実施したものである。そして，漁業協同組合は，

暫定的に組合員のみを対象とした駐車場として利用を開始し，駐車場

としての施設整備や維持管理費として投入した資金を回収するなど

のため，使用者である組合員からは応分の費用を負担させることとし，

１台月額７，０００円の使用料を徴収することとした。その結果，漁

業協同組合は，平成１５年において，駐車場利用組合員から年間合計

約４２３万円の使用料収入を得ている。  

なお，この駐車場整備について，平成５年１０月に漁業協同組合か

ら市に提出された使用（借受）公有財産原形変更承認願には，環境衛

生の必要上，簡易舗装する旨の記載しかなく，駐車場として使用する

旨の事前協議等があったかどうかを具体的に確認できる記録等は残

っておらず，市が駐車場整備まで承認したか否かは定かでないが，市

は，この駐車場整備はその使用実態からみて，使用承認する上におい

て大きい影響を及ぼすものではなく，規則第２９条第４号および第５

号の規定には反していないとしている。  

ウ   本件土地の一部に設置されているガソリンスタンドの利用状況およ

びこれが使用承認に及ぼす影響  

          高松市瀬戸内町５２３番ほか１３筆の土地のうち，駐車場として整

備されている土地を除く部分は，給油施設用地として，昭和６２年度

に漁船用給油施設および主に組合員を対象としたガソリンスタンド

が建設されている。  

          この漁船用給油施設は，高松漁港に漁船専用の給油施設がなく，そ

の施設整備が必要であったため，漁船への給油施設として，漁業協同

組合により建設されたものである。  

          また，ガソリンスタンドは，魚や漁具等の運搬に必要な車両など，

組合員の所有する車両への給油を行い，組合員の福利厚生を図る施設

として整備されたものであり，ガソリンスタンド経営のノウハウを持

たない漁業協同組合が，そのノウハウを有する専門の石油卸会社と業

務提携をして建設したものである。その業務提携の内容は，ガソリン
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スタンドにおける給油・サービス業務を石油卸会社が行い，組合員が

ガソリンスタンドから購入した商品の代金の請求および集金業務な

らびにプロパンガス，灯油等の配達業務を漁業協同組合が購買部職員

３人に担当させて行うというものであり，その業務による損益は石油

卸会社に帰属させるものの，石油卸会社は，漁業協同組合に対し，上

記役務に対する対価として，年間約５００万円の業務提携料を支払う

ことが約定されている。  

このように，このガソリンスタンドは，本来は，組合員に対する給

油を主たる目的として設置したものであるが，組合員のみに対する給

油だけの業務では，これを設置する投下資金の関係で営業を継続させ

ることが困難であったため，副次的に組合員以外の一般消費者への給

油も行うことは，やむを得ないことと考え，これによる経営安定化を

図っているが，現在においては，都市計画道路高松海岸線の開通に伴

い，一般車両の通行量も増大する中で，一般消費者への給油も増加傾

向にある。しかし，一般消費者への給油が増加傾向にあるとはいえ，

その主たる目的が組合員に対する給油である事実には変動がなく，市

は，使用承認する上において大きい影響を与えるものではなく，かつ，

規則第２９条第４号および第５号の規定にも反していないとしてい

る。  

 

２   監査委員の判断  

     市の漁業協同組合に対する本件土地貸付けにつき，貸付料を徴収しな

いことの是非について  

        請求人は，本件土地の漁業協同組合その他の者に対する貸付けにつき，

貸付料を徴収しなければならないにもかかわらず，これを徴収していな

いことが，財産の管理を怠り，市に損害を与えている旨主張しているの

で，まず，この点から検討する。  

     市は，すでに「監査により認められた事実」ので明らかなとおり，

市の普通財産である本件土地のうち，高松市瀬戸内町５２０番の土地に
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ついては昭和５６年７月２０日以来，土地使用貸借契約を締結しており，

同所５２２番の一部ほか１０筆の土地については昭和６０年１１月２０

日以来，同所５２３番の土地については昭和６２年４月１日以来，同所

５２２番の一部ほか１４筆の土地については平成２年４月１日以来，い

ずれも使用承認をして，これを漁業協同組合に貸し付けているが，その

他の者に本件土地を貸し付けた事実は全然認められず，漁業協同組合に

対する貸付けにつき貸付料を徴収していないのは事実である。  

     市の普通財産の貸付けにつき，規則第２８条第１項は，「普通財産の貸

付けに対しては，相当の貸付料を徴収する。」旨規定しており，原則とし

て貸付料の徴収が必要となるが，その一方，条例第４条第１号は，普通

財産を「他の地方公共団体その他公共団体または公共的団体において公

共用または公益事業の用に供するとき。」などの場合は，無償または時価

よりも低い価額で貸し付けることができる旨規定しており，貸付料の徴

収をしないことが認められる場合があることを明らかにしている。  

     そして，同条例が規定する公共的団体とは，公共団体より広い意味で

用いられ，法人格の有無を問わず，広く公共的な活動を営むものをいう

とされており，市から本件土地の貸付けを受けている漁業協同組合は，

漁業者の経済的・社会的地位の向上と漁業の生産力増進のため水産業協

同組合法に基づき設立された漁業者の団体であり，上記条例に規定する

公共的団体に該当することは明らかである。  

     また，本件土地は，「監査により認められた事実」ので明らかなとお

り，高松漁港の漁港機能の強化と漁港周辺の地域開発を行うことを目的

として策定された利用計画を基に埋立て，造成された土地であり，当初，

水産業協同組合事務所用地，水産倉庫用地および製氷冷凍冷蔵施設用地

としての利用計画が立てられていたものであるが，その後の漁港の整備

に伴い，出漁出荷体制の充実確保を図る必要が生じ，昭和５１年１２月

２０日に，上記製氷冷凍冷蔵施設用地を漁港厚生施設用地と給油施設用

地に分ける利用計画の変更がなされたものであり，漁業協同組合は，本

件土地につき，いずれも上記利用計画に定められている用途に供する目
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的で，所定の手続により，市に対して借受願を提出して使用承認を受け，

現に「監査により認められた事実」ので明らかなとおり，本件土地を

使用承認条件に反することなく，その利用計画に沿った用途に使用して

いるので，その使用目的は，上記条例が規定する「公共用に供するとき」

に該当することは明らかである。  

     このようなことから，市が本件土地を漁業協同組合に貸し付けるに当

たり，条例第４条第１号を適用し，漁業協同組合から貸付料を徴収しな

いことを決定し，貸付料を徴収していないことは相当かつ適法なことで

あり，何らの問題はないものと言わなければならない。  

        なお，既に述べているように，市が本件土地を貸し付けている借受人

は，漁業協同組合のみであり，請求人が主張するその他の者についての

存在はなく，請求人の主張には理由がない。  

     市職員が金銭債権を時効消滅させた事実の有無について  

     請求人は，市職員が，本件土地の貸付けにつき，漁業協同組合その他

の者に対して，貸付料を請求する権利の行使を５年以上も怠り，５年を

経過した金銭債権について法第２３６条第１項の規定により時効消滅さ

せていることは，市に損害を与えている旨主張しているので，次に，こ

の点について検討する。  

     市が本件土地を漁業協同組合に貸し付けるに当たり，条例第４条第１

号を適用し，漁業協同組合から貸付料を徴収しないことを決定し，貸付

料を徴収していないことは相当かつ適法なことであり，何らの問題のな

いものであることは，既に述べてきたとおりであるが，市は，本件土地

を漁業協同組合に貸し付けるに当たり，当初から貸付料を徴収しないこ

とを決定しており，それが相当かつ適法なものである以上，市には請求

人が主張する金銭債権自体が存在しないことは明白であり，存在しない

金銭債権が時効により消滅するということは有り得ないことであるの

で，この点に関する請求人の主張には何ら理由がない。  

     以上検討のとおり，請求人の主張は，いずれも理由がなく失当である。 

  よって，本件措置請求には理由がないものと判断する。  
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（別紙）  

土    地    目    録  

 

所      在  地      目  地      積（㎡）  

高松市瀬戸内町４９５番１  宅      地  １７．３３  

同             ４９５番３  宅      地  ６４．５３  

同             ４９５番４  宅      地  ３．５３  

同             ４９５番５  宅      地  ３５７．６３  

同             ４９５番６  宅      地  ２２．８６  

同             ４９６番１  宅      地  ６．７０  

同             ４９７番１  宅      地  ３．７１  

同             ４９７番２  宅      地  ４．５０  

同             ４９８番１  宅      地  ９．７４  

同             ４９９番１  宅      地  １１．２２  

同             ５００番１  宅      地  ５．４９  

同             ５００番２  宅      地  ４．１２  

同             ５０１番１  宅      地  １０．３０  

同             ５０２番２  宅      地  １４．５２  

同             ５０２番３  宅      地  １４．０２  

同             ５０２番４  宅      地  ５．００  

同             ５０２番５  宅      地  １０．８１  

同             ５０２番６  宅      地  １１．１１  

同             ５０２番７  宅      地  １０．９７  

同             ５０２番８  宅      地  ７．７９  

同             ５０２番９のうち  宅      地  ３．２４  

同             ５２０番  宅      地  ２，２７４．１７  

同             ５２２番  宅      地  ７５７．１６  

同             ５２３番  宅      地  １，９１９．８３  

合      計  ２４筆  ５，５５０．２８  
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高松市監査委員告示第３３号  

   

漁業協同組合等への市有財産の貸付けに係る公金の賦課徴収および財産の管

理を怠る事実に関する住民監査請求に係る個別外部監査の請求について，地方

自治法（以下「法」という。）第２５２条の４３第９項の規定により，高松市

長に同条第２項前段の規定による通知を行わなかった理由を次のとおり公表し

ます。  

 

平成１６年９月３０日  

 

高松市監査委員   北 原   和 夫  

同               吉   田   正   己  

同               宮  本  和  人  

同               大  塚      寛  

 

漁業協同組合等への市有財産の貸付けに係る公金の賦課徴収およ 

び財産の管理を怠る事実に関する住民監査請求に係る個別外部監 

査の請求について 

 

第１ 請求の内容 

１ 請求人  

住所・氏名 省略  

２ 請求書の受付  

平成１６年８月６日  

  ３   請求の要旨（原文）  

 別紙事実証明書（平成１６年５月１１日付四国新聞と山陽新聞の各記事

（注）事実証明書については省略した。）の記載によると氏名不詳の高松

市職員は，高松市所有の公有財産たる約５千５５０平米の土地を無償で高

松市瀬戸内漁協その他の者に使用させて当該賃貸料相当額の公金の賦課徴

収を怠り及び財産の管理を怠り当該賃貸料相当額の損害を高松市に与えた
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ことは明白である。本件違法な怠る事実は地方自治法第２４２条第１項に

規定する公金の賦課徴収を怠る事実又は財産の管理を怠る事実に該当する

ものである。しかも，高松市職員は，相手方に請求する権利の行使を５年

以上も怠り５年を経過した金銭債権について地方自治法第２３６条第１項

の規定により時効消滅させてしまったのである。本件住民監査請求の対象

期間は，地方自治法第２３６条第１項の規定により５年を経過したことに

より金銭債権を時効消滅させた期間である。  

よって，本件請求人は，高松市監査委員が，上記期間の怠る事実につ

いて金銭債権を時効消滅させたことの責任を有する者に対して当該損害

の補填を求めるほか「必要な措置」をとるよう高松市長に対して勧告す

ることを求める。  

４ 監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求  

める理由（原文）  

住民監査請求の分野においては，本件請求人の知る限り，かつて高松市

監査委員は１回も「勧告」をした前例もなく，従来の監査委員の制度は全

く機能しておらず，信用できないので，個別外部監査契約に基づく監査を

求める必要がある。  

 

第２ 監査対象事項  

  本件請求による監査対象事項は，高松市が，高松市所有の公有財産た

る約５，５５０㎡の土地を無償で高松市瀬戸内漁業協同組合その他の者

に使用させていることが，公金の賦課徴収および財産の管理を怠る事実

に該当するか否かという事項である。そして，その措置請求の内容は，

法第２３６条第１項の規定により５年を経過したことにより金銭債権を

時効消滅させた期間の本件公金の賦課徴収および財産の管理を怠る事実

について責任を有する者に対して，当該損害の補てんを求めるほか必要

な措置をとるよう，高松市長に対して勧告することを求めるものである。  

 

第３ 高松市長に法第２５２条の４３第２項前段の規定による通知を行わなか  

った理由  
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本件請求の監査を行うに当たっては，監査委員に代わる外部の専門的知  

識を有する者を必要とするような特段の事情があるとは認められず，むし  

ろ，監査委員の監査による方が適当であると判断したことによるものであ  

る。  


